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来年 4 月 1 日施行！  

気になる同一労働同一賃

金の取組みと賃金の動向

について 

◆「同一労働同一賃金」とは？ 

 同一企業における、いわゆる

正社員と非正規社員（有期雇用

労働者、パートタイマー、派遣

労働者）の間の不合理な待遇差

の解消を目指し、基本給や賞与

などあらゆる待遇について不

合理な待遇差を設けることが

禁止されます。 

また、非正規社員から求めが

あった場合に、正社員との待遇

差の内容や理由などについて、

事業主が説明すること、また説

明を求めたことを理由に不利

益取扱いをしないことが義務

付けられます。 

2020 年 4 月 1 日より大企業

と労働者派遣について適用さ

れ、中小企業は 2021 年 4 月か

ら適用となります。 

◆企業・労働者はどんな反応を

している？ 

11 月６日の閣議に提出され

た「令和２年度 年次経済財政

報告」の第２章にて、同一労働

同一賃金の取組みや影響に関

する内容がまとめられている

ので、一部を紹介します。 

待遇の違いについて、「業務

の内容等が同じ正社員と比較

して納得できない」と回答し

たパートタイマー・有期雇用

労働者の割合は、「賞与」

37.0％、「定期的な昇給」

26.6％、「退職金」23.3％、「人

事評価・考課」12.7％となって

います。 

一方、取組みの実施率は、

「業務内容の明確化」35.2％、

「給与体系の見直し」34.0％、

「諸手当の見直し」31.3％、

「福利厚生制度の見直し」

21.2％、「人事評価の一本化

等」17.7％となっています。 

また、企業が課題と感じて

いることは、「費用がかさむ」

30.4％、「取り組むべき内容が

不明確」19.5％、「社内慣行や

風習を変える事が難しい」

18.7％、「効果的な対応策がな

い、分からない」16.5％、「業

務の柔軟な調整」16.1％とな

っています。 

◆対応に必要な費用の一部に

助成金を活用することもでき

ます 

 厚生労働省のキャリアアッ

プ助成金は、キャリアアップ

計画を提出して６つのコースか

ら選んで非正規社員の待遇改善

等を行う場合に、費用の助成が受

けられます。 

 近年、「同一労働同一賃金」に

向けて対応を進める企業で多く

利用されていますが、申請が適正

になされず不正受給と判断され

ると、支給取消しやペナルティが

課されるだけでなく企業名が公

表されます。 

 助成金の利用も含めて、「同一

労働同一賃金」への対応は、専門

家に相談しながら進めるのがよ

いでしょう。 

これからの人材育成戦略「リ

スキリング」 

◆「リスキリング」とは 

 「リスキリング（Reskilling／

Re-skilling）」という言葉をご存

じですか？ これはもともと「従

業員の職業能力の再開発・再教

育」という意味合いで使われてい

る言葉ですが、近時は、「市場ニ

ーズに適合するため、保有してい

る専門性に、新しい取組みにも順

応できるスキルを意図的に獲得

し、自身の専門性を太く、変化に

対応できるようにする取組み」と

位置づけられています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「リスキリング」の有用性 

デジタル化の進展や、コロナ

ウイルスの問題など、現在、企業

には、数多くの変化が生じてい

ます。あらゆる変化に備える必

要があり、そのための対策の一

環として、従業員の専門性やス

キルを柔軟に取り扱う観点か

ら、リスキリングの有用性が注

目を集めています。たとえば、変

化が生じるたびに、その変化に

対応する新しいスキルを持つ人

材を雇おうとするのは困難です

が、従業員がすでに習得してい

るスキルを再開発して底上げす

ることで対応が可能になれば、

既存の人材で、企業が直面する

多種多様な課題に対応すること

ができ、大変有益です。 

 一方で、日本においては、488

万 4,000 人の労働者がリスキリ

ングを行う必要があるとされて

おり（IBMの 2019 年調査結果に

よる）、まだまだ取組みが進んで

いない状況が窺えます。 

◆「リスキリング」の取組み 

リスキリングに取り組む上で

は、従業員の能力や適性を把握

して、今後獲得すべきスキルや

キャリアの方向性を決定するこ

とが大切です。発見したスキル

ギャップを埋めるための学習を

繰り返すことで、従業員のスキ

ルは徐々に底上げされていきま

す。 

企業にとってもメリットの多

いリスキリング。人材を活用す

るための戦略の一環として、投

資を検討してみてもよいかもし

れません。 

 

12 月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得

届の提出＜前月以降に採用

した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収

税額の納付［郵便局または

銀行］ 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書

の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書の

提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の

納付＜第 3 期＞［郵便局ま

たは銀行］ 

※都・市町村によっては異

なる月の場合がある。 

本年最後の給料の支払を受け

る日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴収所

得税の不足額徴収繰延承認

申請書の提出 

［給与の支払者（所轄税務

署）］ 

○ 給与所得者の保険料控除申

告書、給与所得者の配偶者

控除等申告書、 

住宅借入金等特別控除申告

書、給与所得者の基礎控除

～当事務所より一言～ 

コロナ禍で大変な 1 年でし

た。皆様お疲れ様です。 

そんな中、社労士オフィス.Ｋ

ＡＮは開業（開業日 11 月 11

日ゾロ目）して 3 年が経過し

ました。顧問先のお客様をは

じめお世話になった方々に

は、深く感謝しております。 

今まで関わらせて頂いたお客

様は２４社でした。顧問先は

１４社に増えました。 

内容は顧問契約、就業規則作

成、キャリアアップ助成金申

請、雇用調整助成金申請、デイ

サービスセンターの許認可申

請、グループホームの許認可

申請、単発の社会保険手続き 

などでした。今後はもっとで

きることを増やして実績を積

みたいと思っております。 

なにより有難いのは、顧問先

になって頂いたお客様が今ま

で 1 社も「もういいわ」と契

約を解除されてないことで

す。「よくやってくれて助かっ

てる」などのお言葉は本当に

うれしく思います。有難うご

ざいます。これからもお役に

立てるよう頑張っていきます

のでよろしくお願い致しま

す。 

 

申告書、 

所得金額調整控除に係る申告

書の提出［給与の支払者（所轄

税務署）］ 

あ り が と う 

ございました。 


